
費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 北海道 地区名 知来乙

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ５５６，５００千円 当該事業費 千円530,000

年 効 用 ② ３９，３０４千円

廃 用 損 失 額 ③ １４，７６１千円 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ ３５年 当該事業の耐用年数

還元率 （１＋ ⑤ ０．０５５ 総合耐用年数に応じた効用から×
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ ６９９，８５７千円÷

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １．２５÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 １１，６６９ 水田の排水改良等による転作作物の
の増加 面積拡大や単収の増加

対象作物：水稲、小麦、大豆、小
豆、馬鈴薯（食）、メロン、すいか

営農経費の節減 営農経費節減効果 １８，７５９ ほ場の大区画化による労働時間の短
縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、小麦、大豆、小
豆、馬鈴薯（食）、メロン、すいか

維持管理費節減効果 ４，９８７ 用排水施設等の改修、統廃合に伴う
施設の維持管理費の節減
対象施設：用水路、排水路

施設更新による 更新効果 ３，８８９ 老朽化した施設の更新による従前の
従前の農業生産 農業生産の維持
の維持 対象施設：用水路、排水路

計 ３９，３０４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 北海道 地区名 宇隆

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２，７４８，５９４千円 当該事業費 千円1,750,000

年 効 用 ② １６８，５８２千円

廃 用 損 失 額 ③ ２０２，１６２千円 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ ４４年 当該事業の耐用年数

還元率 （１＋ ⑤ ０．０５０３ 総合耐用年数に応じた効用から×
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ ３，１４９，３６９千円÷

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １．１４÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 １２，７９５ 水田の排水改良等による転作作物の
の増加 面積拡大や単収の増加

対象作物：水稲、大豆、小豆、小
麦、甜菜、馬鈴 食 、かぼちゃ( )

営農経費の節減 営農経費節減効果 ６２，４８４ ほ場の大区画化による労働時間の短
縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、大豆、小豆、小
麦、、馬鈴薯 食 、( )

維持管理費節減効果 ５０，６００ 用排水施設等の改修、統廃合に伴う
施設の維持管理費の節減
対象施設：道路（耕作道）、排水
路、用水路、揚水機場

施設更新による 更新効果 ４２，３５９ 老朽化した施設の更新による従前の
従前の農業生産 農業生産の維持
の維持 対象施設：道路（耕作道）、排水

路、用水路

地域の生活環境 地域用水整備効果 ３０８ 関連事業（国営農業用水再編対策事
の保全・向上 業 勇払東部地区）にて計上されて

いる効果
水辺環境整備効果 ３６ 関連事業（国営農業用水再編対策事

業 勇払東部地区）にて計上されて
いる効果

計 １６８，５８２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 青森県 地区名 阿弥陀川

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６６６，０００千円

年 効 用 ② ５２，９５２千円

廃 用 損 失 額 ③ － 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ ３８年 当該事業の耐用年数

還元率 （１＋ ⑤ ０．０５３３ 総合耐用年数に応じた効用から×
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ ９９３，４７１千円÷

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １．４９÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 ６，８６８ 水田の排水効果等による転作作物
の増加 の面積拡大や単収の増加

対象作物：水稲、小麦、トマト等

営農経費の節減 営農経費節減効果 ４１，０８９ ほ場の大区画化による労働時間の
短縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、小麦、トマト等

維持管理費節減効果 △１，６２３ 用排水施設等の改修、統廃合に伴
う施設の維持管理費の節減
対象施設：用水路、排水路、農道

施設更新による 更新効果 ６，６１８ 老朽化した施設の更新による従前
従前の農業生産 の農業生産の維持
の維持 対象施設：用水路、排水路、農道

計 ５２，９５２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 青森県 地区名 五戸南

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ７０５，６００千円

年 効 用 ② ４９，３８５千円

廃 用 損 失 額 ③ － 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ ３１年 当該事業の耐用年数

還元率 （１＋ ⑤ ０．０５８０ 総合耐用年数に応じた効用から×
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ ８５１，４６６千円÷

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １．２０÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 １，７３５ 水田の用水改良等による単収の増
の増加 加

対象作物：水稲

品質向上効果 ２，１９６ 農道改修による作物の荷痛みの防
止
対象作物：ながいも、りんご、に
んにく

営農経費の節減 維持管理費節減効果 ３６，２７８ 用水施設等の改修、統廃合に伴う
施設の維持管理費の節減
対象施設：頭首工、用水路、農道

営農に係る走行経費 ６９８ 農道改修による運搬時間の短縮及
節減効果 び労働時間の短縮

対象施設：農道

施設更新による 更新効果 ６，５４５ 老朽化した施設の更新による従前
従前の農業生産 の農業生産の維持
の維持 対象施設：頭首工、用水路、農道

地域の生活環境 生活環境整備効果 １，９３３ ガードレール設置による安全性の
の保全・向上 向上

対象施設：農道

計 ４９，３８５



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 山梨県 地区名 八 代

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ８６４，０００千円

年 効 用 ② ６０，８６５千円

廃 用 損 失 額 ③ － 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ ３８年 当該事業の耐用年数

還元率 （１＋ ⑤ ０．０５２６ 総合耐用年数に応じた効用から×
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ １，１５７，１２９千円÷

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １．３３÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額 千円 効果の内容( )

農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２２，９７１ ほ場整備、用排水路整備、ため池整
の増加 備による転作作物の面積拡大や単収

の増
対象作物：桃､ブドウ､キュウリ

品 質 向 上 効 果 １，６２２ 農道整備により荷傷の軽減効果
対象作物：桃､ブドウ､すもも

営農経費の節減 営農経費節減効果 １，９７１ ほ場の大区画化による労働時間の短
縮や機械経費の節減
対象作物：水稲､ブドウ

持管理費節減効果 ９，１０６ 用水路等の改修により維持管理費の
節減
対象施設：用排水路､農道､溜池 ､ほ場
整備

営農に係る走行経費 ２４，９２４ 農道整備により資材や農産物の輸送
節減効果 速度向上、車種変換による効果

施設更新による 更 新 効 果 ２７１ 老朽化した施設の更新による従前の
従前の農業生産 農業生産の維持
の維持 対象施設：農道

計 ６０，８６５



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 山梨県 地区名 芦 川

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６１４，０００千円

年 効 用 ② ３８，６４７千円

廃 用 損 失 額 ③ ８，８１６千円 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ ３９年 当該事業の耐用年数

還元率 （１＋ ⑤ ０．０５２１ 総合耐用年数に応じた効用から総×
建設利息率） 便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ ７３２，９６９千円÷

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １．１９÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額 千円 効果の内容( )

農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ７，８１５ 用水路整備により転作作物の単収の増
の増加 対象作物：ﾎｳﾚﾝｿｳ､ｻﾔｲﾝｹﾞﾝ､ｺﾝﾆｬｸｲﾓ

品 質 向 上 効 果 １，８３８ 農道整備により荷傷の軽減効果
対象作物：ﾎｳﾚﾝｿｳ､ｻﾔｲﾝｹﾞﾝ､ｺﾝﾆｬｸｲﾓ

営農経費の節減 持管理費節減効果 ７２５ 用水路等の改修により維持管理費の節
減
対象施設：用排水路､農道､

営農に係る走行経費 ２６，０１５ 農道整備により資材や農産物の輸送速
節減効果 度向上、車種変換による効果

施設更新による 更 新 効 果 ８９１ 老朽化した施設の更新による従前の農
従前の農業生産 業生産の維持
の維持 対象施設：農道

施設更新による 災 害 防 止 効 果 １，３６３ 排水路整備により災害防止
災害防止 対象施設：農業排水路

地域の生活環境
の保全・向上

計 ３８，６４７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 静岡県 地区名 天城湯ヶ島

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １０６，０００千円

年 効 用 ② ７，５８１千円

廃 用 損 失 額 ③ ８５５千円 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ ２５年 当該事業の耐用年数

還元率 （１＋ ⑤ ０．０６６５ 総合耐用年数に応じた効用から総×
建設利息率） 便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ １１３，１４５千円÷

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １．０６÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額 千円 効果の内容( )

営農経費の節減 持管理費節減効果 ３，９３９ 用水路等の改修により維持管理費の節
減
対象施設：取水ｹﾞｰﾄ､擁壁､用水路 ､

ポンプ､貯水槽､農道､

営農に係る走行経費 １，１１１ 農道整備により資材や農産物の輸送が
節減効果 徒歩から軽ﾄﾗｯｸ使用による効果

施設更新による 更 新 効 果 ２，１２４ 老朽化した施設の更新による従前の農
従前の農業生産 業生産の維持
の維持 対象施設：取水ｹﾞｰﾄ､用水路､ﾎﾟﾝﾌﾟ

貯水槽

地域の生活環境 安 全 性 向 上 効 果 ４０７ 安全施設整備による安全性の向上
の保全・向上 対象施設：農道ｶﾞｰﾄﾚｰﾙ

計 ７，５８１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 新潟県 地区名 下条高原

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，２１４，７７４千円

年 効 用 ② ７６，１７３千円

廃 用 損 失 額 ③ － 千円 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ ４２年 当該事業の耐用年数

還元率 （１＋ ⑤ ０．０５１１ 総合耐用年数に応じた効用から×
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ １，４９０，６６５千円÷

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １．２２÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

ほ場整備に伴う用排水路の整備及び乾田農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２，１８５
化等による単収の増加及び作付の増減の増加
対象作物：水稲、トマト、アスパラガ

ス、キャベツ

区画の大型化や農地集積、道水路整備に営農経費の節減 営農経費節減効果 ２２，７７８
よる労働時間の短縮や機械経費の節減

対象作物：水稲、トマト、キャベツ

用排水施設等の改修、統廃合に伴う施設維持管理費節減効果 ６，９３７
の維持管理費の節減

対象施設：用水路、排水路、農道、ため
池

農道の改良による農作物等の輸送及び通営農に係る走行経費 ５，４３２
作に係る輸送経費及び走行経費の節減節 減 効 果

老朽化した施設の更新による従前の機能施設更新による 更 新 効 果 ２０，５７１
の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、農道、ための維持
池

農道の改良による一般交通に係る走行経地域生活環境の 一 般 交 通 等 経 費 ７９８
費の節減保全・向上 節 減 効 果

国土調査がなされていないため、本事業地 籍 確 定 効 果 ２７４
の確定測量により地籍が確定する

計 ５８，９７５



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 新潟県 地区名 西山二田

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６７５，９７５千円

年 効 用 ② ４１，３１４千円

廃 用 損 失 額 ③ － 千円 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ ４８年 当該事業の耐用年数

還元率 （１＋ ⑤ ０．０４９０ 総合耐用年数に応じた効用から×
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ ８４３，１４３千円÷

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １．２４÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産 作 物 生 産 効 果 ４，３６８ ほ場整備に伴う用排水路の整備及び
量の増加 乾田化等による単収の増加及び作付

の増減 対象作物：水稲、大豆、
えだまめ、キャベツ

営農経費の節 営農経費節減効果 ２７，８８７ 区画の大型化や農地集積、道水路整
減 備による労働時間の短縮や機械経費

の節減 対象作物：同上

維持管理費節減効果 １，８６２ 用排水施設等の改修、統廃合に伴う
施設の維持管理費の節減
対象施設：用水路、排水路、農道

施設更新によ 更 新 効 果 ２，２６６ 老朽化した施設の更新による従前の
る従前の農業 機能の維持
生産の維持 対象施設：用水路、排水路、農道

施設更新によ 災 害 防 止 効 果 ４，７０７ ため池の改良による、災害の発生に
る災害防止 伴う作物、農用地、農業用施設、一

般資産及び公共資産の被害防止

地域生活環境 地 籍 確 定 効 果 ２２４ 国土調査がなされていないため、本
の保全・向上 事業の確定測量により地籍が確定す

る

計 ４１，３１４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 石川県 地区名 河合谷

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ７２４，０００千円

年 効 用 ② ４５，８２０千円

廃 用 損 失 額 ③ － 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ ２９年 当該事業の耐用年数

還元率 （１＋ ⑤ ０．０６０８ 総合耐用年数に応じた効用から×
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ ７５３，６１８千円÷

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １．０４÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 ２，４９１ 水田の排水改良等による転作作物の
の増加 面積拡大や単収の増加

対象作物：水稲、大豆、
キャベツ、大根

営農経費の節減 営農経費節減効果 ３０，２４２ ほ場の大区画化による労働時間の短
縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、大豆

維持管理費節減効果 １２５ 用排水施設等の改修、統廃合に伴う
施設の維持管理費の節減
対象施設：用・排水施設、農道

施設更新による 更新効果 １２，６７２ 老朽化した施設の更新による従前の
従前の農業生産 農業生産の維持
の維持 対象施設：用・排水施設、農道

地域生活環境の 地籍確定効果 ２９０ 換地による、地籍の明確化
保全・向上 対象工種：ほ場整備

計 ４５，８２０



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 福井県 地区名 勝山鹿谷

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ７７１，１５２千円

年 効 用 ② ７２，７８８千円

廃 用 損 失 額 ③ － 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ ３０年 当該事業の耐用年数

還元率 （１＋ ⑤ ０．０６０１ 総合耐用年数に応じた効用から×
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ １，２１１，１１５千円÷

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １．５７÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農産物の生産量 作 物 生 産 効 果 ４，０９３ 水田の排水改良等による転作作物
の増加 の面積拡大や単収の増加

対象作物：水稲、大麦、大豆
なす、大根等

品 質 向 上 効 果 １，９３６ 農道を舗装することによって、荷
傷み防止・防塵効果による単収の
増加

営農経費の節減 営農経費節減効果 １７，８２４ 用排水整備等による労働時間の短
縮や機械経費の節減

維持管理費節減効果 １２，３８２ 用排水の整備、農道舗装による維
持管理費の節減

営農に係る走行経費 ３，０８７ 道路改良に伴い車種変更、走行速
節減効果 度の変化によって、走行経費と人

件費の節減

施設更新による 更新効果 ３３，４６６ 老朽化した施設の更新による農業
従前の農業生産 生産の維持
の維持 対象施設：用排水

計 ７２，７８８



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 岐阜県 地区名 西美濃

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６３５，２５０千円

年 効 用 ② ７１，００８千円

廃 用 損 失 額 ③ ２４，８４０千円 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ ３７年 当該事業の耐用年数

還元率 （１＋ ⑤ ０．０５４２ 総合耐用年数に応じた効用から×
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ １，２３２，２９４千円÷

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １．９３÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の面積農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １４，４３３
拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、里芋、大根、きゅう

り、茄子

農道の舗装整備による農産物の荷痛み防止品 質 向 上 効 果 １６５
対象作物：大根、茄子、きゅうり

用排水施設等の改修、統廃合による労働営農経費の節減 営農経費節減効果 ２，２４５
時間の短縮に伴う経費の節減

用排水施設等の改修、統廃合に伴う施設維持管理費節減効果 ２９，７６１
の維持管理費の節減

対象施設：用水路、取水工、排水路、道
路

農道の整備による輸送時間短縮に伴う経営農に係る走行経費 ３８２
費の節減節減効果

老朽化した施設の更新による従前の農業施設更新による 更 新 効 果 ２４，００４
生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、取水工、排水路、道の維持
路

農道の整備による一般交通の走行時間短地域の生活環境 一般交通に係る走行 １８
縮に伴う経費の節減の保全・向上 経費節減効果
対象施設：道路

計 ７１，００８



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 岐阜県 地区名 加茂北部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，６１５，９５０千円

年 効 用 ② １０２，１９３千円

廃 用 損 失 額 ③ ５２，４１７千円 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ ４４年 当該事業の耐用年数

還元率 （１＋ ⑤ ０．０５０６ 総合耐用年数に応じた効用から×
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ ２，０５３，３１４千円÷

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １．２７÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 ７，７６４ 水田の用排水改良等による転作作
の増加 物の面積拡大や単収の増加

対象作物：水稲、馬鈴薯等

品質向上効果 ４，５６４ 農道の舗装整備による農産物の荷
痛み防止 対象作物：トマト、茄
子

営農経費の節減 営農経費節減効果 ２，０５９ ほ場の区画拡大による労働時間の
短縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、大豆、トマト

維持管理費節減効果 ３８，３１２ 用排水施設等の改修、統廃合に伴
う施設の維持管理費の節減
対象施設：頭首工、用水路、道路

営農に係る走行経費 １６，３６３ 農道の整備による輸送時間の短縮
節減効果 に伴う経費の節減

対象作物：水稲、トマト、大豆等

施設更新による 更新効果 ３２，１１９ 老朽化した施設の更新による従前
従前の農業生産 の農業生産の維持
の維持 対象施設：用水路、排水路

地域の生活環境 一般交通に係る走行 農道の整備による一般交通の走行
の保全・向上 経費節減効果 時間短縮に伴う経費の節減

対象施設：道路

その他 災害防止効果 １，０１２ 老朽化した施設の整備による土砂
流出災害の防止 対象施設：排水
路

計 １０２，１９３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 滋賀県 地区名 奥びわの郷

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６６７，８００千円

年 効 用 ② ４６，３４４千円

廃 用 損 失 額 ③ ２１ ７５９千円 廃用する施設の現存価値,

総 合 耐 用 年 数 ④ ２５年 当該事業の耐用年数

還元率 （１＋ ⑤ ０ ０５９４ 総合耐用年数に応じた効用から× .
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ ７５７，２９９千円÷

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １ １３÷ .

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

営農経費の節減 維持管理費節減効果 １２ ７５１ 用排水施設等の改修に伴う施設の,
維持管理費の増減
対象施設：用水路、排水路、道
路、ため池

営農に係る走行経費 ２，９３３ 道路拡幅改良による農業輸送、通
節減効果 作交通経費の節減

施設更新による 更新効果 １９ ３４５ 老朽化した施設の更新による従前,
従前の農業生産 の農業生産の維持
の維持 対象施設：用水路、排水路、道路

施設更新による 災害防止効果 ４ ７６０ ため池改修による農作物、農地お,
災害防止 よび家屋等の被害防止

地域の生活環境 水辺環境整備効果 ６ ５５５ 用水路の一部を魚類等の生息環境,
の保全・向上 に配慮した石積み水路とし、また

排水路の一部に小動物用の脱出ス
ロープを設置にすることによる水
辺環境の保全、生態系の保全

計 ４６，３４４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 岡山県 地区名 北備２期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 千円558,600

年 効 用 ② 千円31,392

廃 用 損 失 額 ③ 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ 年 当該事業の耐用年数43

還元率 （１＋ ⑤ 総合耐用年数に応じた効用から× 0.0504
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ 千円÷ 622,857

÷ 1.12費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ①

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 千円 水田の排水改良等による転作作物8,066
の増加 の面積拡大や単収の増加

対象作物：水稲、ハクサイ、菊、
キュウリ、大豆

営農経費の節減 営農経費節減効果 千円 ほ場の大区画化による労働時間の8,161
短縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、ハクサイ、菊、

キュウリ、大豆

維持管理費節減効果 千円 用排水施設等の改修に伴う施設維757
持管理費の節減
対象施設：水路、道路、ため池

営農に係る走行経費 千円 道路の改良に伴う走行時間の短縮2,507
節減効果 による労働時間や機械経緯費の節

減
対象輸送作物：大根、トマト、ブ
ドウ

施設更新による 更 新 効 果 千円 老朽化した施設の更新による従前11,649
従前の農業生産 の農業生産の維持
の維持 対象施設：水路、道路、ため池

地域の生活環境 一般交通等走行経費 千円 道路改良により営農に係る走行経251
の保全・向上 節減効果等 費

以外に一般交通に係る走行経費節
減対象施設：道路

計 千円31,392



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 岡山県 地区名 湯野

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 千円752,325

年 効 用 ② 千円60,456

廃 用 損 失 額 ③ 千円 廃用する施設の現存価値50,526

総 合 耐 用 年 数 ④ 年 当該事業の耐用年数25

還元率 （１＋ ⑤ 総合耐用年数に応じた効用から× 0.0665
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ 千円÷ 858,589

÷ 1.14費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ①

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 千円 区画整理等による新規転作作物の11,320
の増加 単収増加

対象作物：水稲、トマト、ハクサ
イ

営農経費の節減 営農経費節減効果 千円 道路の改良による輸送経費・走行580
経費の節減
対象施設：道路

維持管理費節減効果 千円 水路等の改修に伴う施設維持管理16,148
費の節減
対象施設：揚水機、用水路、排水
路、道路

施設更新による 更新効果 千円 老朽化した施設の更新による32,408
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持 対象施設：用水路、道路

計 千円60,456



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 広島県 地区名 神石高原

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 千円725,550

年 効 用 ② 千円48,986

廃 用 損 失 額 ③ 千円 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ 年 当該事業の耐用年数39

還元率 （１＋ ⑤ 総合耐用年数に応じた効用から× 0.0521
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ 千円÷ 940,230

÷ 1.29費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ①

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 千円 水路整備による単収増。1,724
の増加 対象作物：水稲、トマト

大根

営農経費の節減 営農経費節減効果 千円 道路の改良による輸送経費・走行28,531
経費の節減
対象施設：道路

維持管理費節減効果 △ 千円 道路、水路等の改修に伴う施設維31
持管理費の節減
対象施設：水路、道路、ため池

施設更新による 更新効果 千円 老朽化した施設の更新による16,446
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持 対象施設：道路、水路、

ため池

地域の生活環境 一般交通に係る走行 千円 道路改良により営農に係る走行経2,049
の保全・向上 経費節減効果等 費以外に一般交通に係る走行経費

節減
対象施設：道路

計 千円48,986



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 徳島 地区名 池田南部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 229,950 千円

年 効 用 ② 12,630 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 50 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ 0.0492
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 264,926 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.15

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 2,680 千円 水路整備による単収増。
の増加 対象作物：水稲、かんしょ,

馬鈴薯、大根、柿

営農経費の節減 維持管理費節減効果 57 千円 道路、水路の改良に伴う施設
の維持管理費の節減
対象施設：道路、水路

道路の改良に伴う走行時間の短営農に係る走行経費 9,401 千円
縮による労働時間や機械経緯費節減効果
の節減
対象輸送作物：馬鈴薯、キウイ
クリ、茶、ユズ、タマネギ

施設更新による 更新効果 492 千円 老朽化した施設の更新による
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持 対象施設：道路

計 12,630 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 徳島 地区名 牟岐

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 718,200 千円

年 効 用 ② 53,892 千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ 千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ 36 年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ 0.0569
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ 1,010,115 千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① 1.41

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

区画整理等による新規転作作物の単農作物の生産量 作物生産効果 25,563 千円
収増加の増加
水路整備による単収増。
対象作物：水稲、ネギ、オクラ、

ホウレンソウ、ブロッコリ－

営農経費の節減 維持管理費節減効果 530 千円 道路、水路の改良に伴う施設
の維持管理費の節減
対象施設：道路、水路

道路の改良に伴う走行時間の短営農に係る走行経費 20,449 千円
縮による労働時間や機械経緯費節減効果
の節減

水稲、ネギ、対象輸送作物：
ホウレンソウ、ブロッコリ－

老朽化した施設の更新による施設更新による 更新効果 7,350 千円
従前の農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：水路の維持

計 53,892 千円



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 香川県 地区名 詫間・仁尾

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 千円1,619,650

年 効 用 ② 千円131,787

廃 用 損 失 額 ③ 千円 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ 年 当該事業の耐用年数41

還元率 （１＋ ⑤ 総合耐用年数に応じた効用から× 0.0513
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ 千円÷ 2,568,947

÷ 1.58費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ①

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 千円 区画整理等による新規転作作物の35,517
の増加 単収増加

用水路、道路整備による作付面積
の増
対象作物：水稲、キャベツ、大根
キュウリ、たまねぎ、イチゴ

営農経費の節減 営農経費節減効果 千円 ほ場の大区画化による労働時間の12,596
短縮や機械経緯費の削減
対象作物：水稲、キャベツ、大根
キュウリ、たまねぎ、イチゴ

維持管理費節減効果 △ 千円 道路、水路の改良に伴う施設の維2,469
持管理費の節減
対象施設：道路、水路

営農に係る走行経費 千円 道路の改良に伴う走行時間の短縮20,385
節減効果 による労働時間や機械経緯費の節

減
対象輸送作物：ミカン、キャベツ
レタス、キュウリ、たまねぎ

施設更新による 更新効果 千円 老朽化した施設の更新による65,758
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持 対象施設：ため池

計 千円131,787



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 愛媛県 地区名 東宇和東部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 千円2,013,900

年 効 用 ② 千円146,916

廃 用 損 失 額 ③ 千円 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ 年 当該事業の耐用年数50

還元率 （１＋ ⑤ 総合耐用年数に応じた効用から× 0.0473
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ 千円÷ 3,105,627

÷ 1.54費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ①

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 千円 区画整理等による新規転作作物の8,694
の増加 単収増加

道路整備による作付面積の増
対象作物：水稲、キュウリ、イタ
リアン

営農経費の節減 営農経費節減効果 千円 ほ場の大区画化による労働時間の23,527
短縮や機械経緯費の削減
対象作物：水稲、キュウリ、イタ
リアン

維持管理費節減効果 千円 道路、水路の改良に伴う施設の維15,081
持管理費の節減
対象施設：道路、水路、ため池

営農に係る走行経費 千円 道路の改良に伴う走行時間の短縮24,910
節減効果 による労働時間や機械経緯費の節

減
対象輸送作物：水稲、ソルゴー、
イタリアン

施設更新による 更新効果 千円 老朽化した施設の更新による72,291
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持 対象施設：水路、道路、ため池

地域の生活環境 一般交通に係る走行 千円 道路改良により営農に係る走行経2,413
の保全・向上 経費節減効果等 費以外に一般交通に係る走行経費

節減
対象施設：道路

計 千円146,916



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 福岡県 地区名 立花

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ８４７，４００千円

年 効 用 ② ６９，０５２千円

廃 用 損 失 額 ③ － 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ ２６年 当該事業の耐用年数

還 元 率 ⑤ ０．０６４６ 総合耐用年数に応じた効用から
総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ １，０６８，９１６千円÷

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １．２６÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 ８，９３２ 用排水改良に伴う転作作物の作付
の増加 面積増や、畑かんによる単収の増

加
対象作物：水稲、小麦、いちご、

みかん

営農経費の節減 営農経費節減効果 ６，５５９ 区画整備による労働時間の短縮や
及び維持管理費 機械経費の節減
の節減 対象作物：水稲、小麦、みかん

維持管理費節減効果 ３，４３９ 用排水施設等の改修に伴う施設の
維持管理費の節減
対象施設：用排水路、道路

営農に係る走行経費 ３９，１７１ 現況と計画における車両構成比の
節減効果 変更による走行経費節減

対象施設：農道

施設更新による 更新効果 １０，９５１ 老朽化した施設の更新による従前
従前の農業生産 の農業生産の維持
の維持 対象施設：用排水路、道路

計 ６９，０５２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 佐賀県 地区名 富士南部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ７４４，１３５千円

年 効 用 ② ４９，４８１千円

廃 用 損 失 額 ③ － 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ ３２年 当該事業の耐用年数

還元率 （１＋ ⑤ ０．０５７４ 総合耐用年数に応じた効用から×
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ ８６２，０３８千円÷

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １．１５÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用排水改良による、作物の面積拡
農作物の生産量 作物生産効果 ６，２２９ 大や、反収増加
の増加 対象作物：水稲、ﾎｳﾚﾝｿｳ、なす

農道の舗装により、生産物輸送の
品 質 向 上 効 果 ５，４３７ 際の損傷の軽減による品質の向上

対象作物：なす、レタス、はくさ
い

ほ場整備による営農時間の短縮や
営農経費の節減 営農経費削減効果 ３，３７８ 機械経費の節減、用排水路の改良

による水管理作業の縮減
対象作物：水稲、ﾎｳﾚﾝｿｳ、なす

道路や用排水施設の改修、統廃合
維持管理費節減効果 ３９８ に伴う施設の維持管理費の節減

対象施設：農道、用排水路

営農に係る走行経費 農道改良による農作物の生産・流
節減効果 ４，１６５ 通に関する輸送経費の節減

対象作物：水稲、なす、レタス

施設更新による 老朽化した施設の更新による従前
従前の農業生産 更新効果 ２９，８７４ の農業生産の維持
の維持 対象施設：農道、用排水路

計 ４９，４８１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 佐賀県 地区名 相知

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ８６６，２５０千円

年 効 用 ② ５１，６７２千円

廃 用 損 失 額 ③ ６，４７５千円 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ ４１年 当該事業の耐用年数

還元率 （１＋ ⑤ ０．０５１０ 総合耐用年数に応じた効用から×
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ １，００６，７０１千円÷

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １．１６÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２４，４５１ 水田の排水改良等による転作作物
の増加 の面積拡大や単収の増加

対象作物：いちご、たまねぎ、大
豆

品 質 向 上 効 果 ５，７７７ 農道の舗装により、生産物輸送の
際の損傷の軽減による品質の向上
対象作物：イチゴ、タマネギ、キ
ュウリ

営農経費の節減 営農経費節減効果 １７，３０６ ほ場の大区画化による労働時間の
短縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、イチゴ、タマネ
ギ

維持管理費節減効果 ３４９ 用排水施設等の改修に伴う施設の
維持管理費の節減
対象施設：用水路、排水路、道路

営農に係る走行経費 ９２７ 農道の改良に伴う農作物の生産並
節減効果 びに流通に係る輸送経費の節減

対象作物：水稲、イチゴ、タマネ
ギ

施設更新による 更 新 効 果 ２，８６２ 老朽化した施設の更新による従前
従前の農業生産 の農業生産の維持
の維持 対象施設：用水路、排水路、道路

計 ５１，６７２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 熊本県 地区名 菊池東部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，４１６，４５０千円

年 効 用 ② ７７，７７２千円

廃 用 損 失 額 ③ １０，２５５千円 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ ４４ 年 当該事業の耐用年数

還元率 （１＋ ⑤ ０．０５０３ 総合耐用年数に応じた効用から×
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ １，５３５，９０８千円÷

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １．０８÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用排水路改良，ほ場整備，暗渠排水整備農産物の生産量 作物生産効果 １９，０８５
に伴う作付面積の拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、花卉、かぼちゃ、ごぼ

う、ねぎ等

有機堆肥による付加価値の高い農産物の品質向上効果 ６，１５７
生産 （有機米としての付加価値増）対

象作物：水稲

ほ場整備，暗渠排水整備による労働時間の営農経費の節減 営農経費節減効果 ２３，５４２
短縮や機械経費の節減 対象作物：水稲

用排水施設の改修，道路改良に伴う施設維持管理費節減効果 ７，５７７
の維持管理費の節減
対象施設：農道，用・排水路

老朽化した施設の更新による従前の農業施設更新による 更新効果 １９，７１９
生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、排水路、農道の維持

ほ場整備により公共用地等（堆肥舎）の地域の生活環境 非農用地創設効果 ３４１
非農用地を円滑に創設の保全・向上

ほ場整備における確定測量により地積の地積確定効果 ２０８
確定 対象施設：ほ場、道水路敷

ほ場整備により埋蔵文化財が具現化される文化財発見効果 １，１４３

計 ７７，７７２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 大分県 地区名 竹田西部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ９，９８５，２６６千円

年 効 用 ② ５０１，００５千円

-廃 用 損 失 額 ③

総 合 耐 用 年 数 ④ ４７年 当該事業の耐用年数

還元率 （１＋ ⑤ 総合耐用年数に応じた効用か×
建設利息率） ０．０４９０ ら総便益を算定するための係

数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ １０，２２４，５９１千円÷

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １．０２÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

畑かん施設の新設による作付面積や単収農産物の生産量 作 物 生 産 効 果 ３４０，９５６
の増加の増加
対象作物：トルコギキョウ、いちご､トマ
ト ､キャベツ､だいこん

農道の拡幅、舗装に伴う作物運搬時の荷品 質 向 上 効 果 ７，６７５
痛み防止による品質向上
対象作物：いちご､トマト､キャベツ

用水路の新設に伴う区画整理、畑地かんが営農経費の節減 営農経費節減効果 １７０，１９９
いによる労働時間の短縮や機械経費の節減
農道の整備による防除用水の運搬経費の節減

対象作物：水稲、キャベツ､だいこん､飼
料作物

用水路の新設農道の改修に伴う維持管理維持管理費節減効果 △２６，５６３
費の増加
対象施設：用水路､道路

農道の拡幅、舗装に伴い輸送距離短縮に営農に係る走行経費 ７，２９１
よる走行経費の節減節減効果
対象作物：水稲、とまと、キャベツ、飼

料作物

用排水路の整備に伴い、地籍が明確になる地域の生活環境 地 籍 確 定 効 果 １，４４７
対象施設：用水路の保全・向上

合 計 ５０１，００５



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 大分県 地区名 大野西部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６７３ ６８０ 千円,

年 効 用 ② ４３ ７８７ 千円,

廃 用 損 失 額 ③ － 千円 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ ３３年 当該事業の耐用年数

還元率 （１＋ ⑤ 総合耐用年数に応じた効用から×
建設利息率） ０ ０５６９ 総便益を算定するための係数.

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ ７６９ ５４３千円÷ ,

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １ １４÷ .

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の面積農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ５５０
拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲､麦、なす、里芋、大根

現況道路の改修に伴う農作物の荷痛み品 質 向 上 効 果 １，１９１
防止による品質向上

対象作物：きゅうり、なす、玉ねぎ、大
根、キャベツ、白菜、いちご、桃

ほ場の区画整理による労働時間の短縮や営農経費の節減 営農経費節減効果 ３ ７０５,
機械経費の節減
対象作物：水稲、麦、なす、里芋、大根

施設の改良、新設による補修等の維持管維持管理費節減効果 △２２
理費の増加
対象施設：用水路、排水路、道路

農産物の生産並びに流通に係る輸送経費営農に係る走行経費 ３４ ０９３,
の節減節減効果
対象作物：水稲、麦、なす、大根、キャ

ベツ、白菜、里芋等

施設更新による 更 新 効 果 ４ ２７０ 老朽化した施設の更新による従前の,
従前の農業生産 農業生産の維持
の維持 対象施設：道路

計 ４３ ７８７,



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 大分県 地区名 両院２期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２ １１７ ８５０千円, ,

年 効 用 ② １０７ １７８千円,

廃 用 損 失 額 ③ ─ 千円 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ ４６年 当該事業の耐用年数

還元率 （１＋ ⑤ ０．０４９５ 工種毎に算定した総便益を年効×
建設利息率） 用を除した数値

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ ２ １６５ ２１２千円÷ , ,

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １．０２÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 水田の排水改良等による転作作物の
の増加 １ ８０１ 面積拡大や単収の増加,

対象作物：とまと、きゅうり、大豆

品 質 向 上 効 果 ９ ５３５ 農道の改良に伴い走行時に生じる農,
作物の荷痛み防止による品質向上
対象作物：ぶどう、とまと、きゅう
り、白菜

営農経費の節減 営農経費節減効果 ほ場の区画整理による労働時間の短
９ １５９ 縮や機械経費の節減,

対象作物：水稲、麦、大豆、きゅう
り、とまと、大根等

営農に係る走行経費 農産物の生産並びに流通に係る輸送
１０ ３７８ 経費の節減,

節減効果 対象作物：水稲、とまと、きゅう
り、白菜、ぶどう等

維持管理費節減効果 施設の改良、新設による補修等の維
６ ０２９ 持管理費の節減,

対象施設：用水路、排水路、道路

施設更新による 更 新 効 果 老朽化した施設の更新による従前の
従前の農業生産 ６９ ２９２ 農業生産の維持,
の維持 対象施設：用水路、排水路、道路

地域の生活環境 安 全 性 向 上 効 果 道路改良する際に社会的要請に基づ
の保全・向上 ８９７ き安全施設設置による安全性の確保

対象施設：防護柵

地積確定効果効果 ほ場整備における確定測量により地
８７ 積の確定
対象施設：ほ場、道水路敷

計 １０７ １７８,



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 鹿児島県 地区名 ゆすいん

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４１３，７００千円

年 効 用 ② ２７，２３５千円

廃 用 損 失 額 ③ － 千円 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ ３８ 年 当該事業の耐用年数

還元率 （１＋ ⑤ ０．０５３３ 総合耐用年数に応じた効用から×
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ ５１０，９７５千円÷

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １．２３÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 ７，０９９ ほ場整備，暗渠排水整備に伴う作
の増加 付面積の拡大や単収増加

対象作物：水稲，ネギ，飼料作物

営農経費の節減 営農経費節減効果 １８，４５０ ほ場整備，暗渠排水整備による労
働時間の短縮や機械経費の節減
対象作物：水稲，飼料作物，大豆

維持管理費節減効果 ６９８ 用排水施設の改修，道路改良に伴
う施設の維持管理費の節減
対象施設：農道，用・排水路

施設更新による 更新効果 ９８８ 老朽化した施設の更新による従前
従前の農業生産 の農業生産の維持
の維持 対象施設：用水路，排水路，農道

計 ２７，２３５



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 鹿児島県 地区名 霜出

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３４２，０７０千円

年 効 用 ② ２８，３９６千円

廃 用 損 失 額 ③ １８，８４５千円 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ ２８年 当該事業の耐用年数

還元率 （１＋ ⑤ ０．０６１２ 総合耐用年数に応じた効用から×
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ ４４５，１４１千円÷

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １．３０÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 １，６０８ 排水路の整備に伴う排水不良に起
の増加 因する被害防止による単収の増加

対象作物：水稲・かんしょ・茶

品質向上効果 ３，４１２ 農道の舗装に伴う荷痛みの防止や
防塵効果による品質向上
対象作物：かんしょ、大根、茶

営農経費の節減 排水路・農道を整備することによ
維持管理節減効果 ８１１ り維持管理費の節減

対象施設：排水路・農道

営農に係る走行経費 農道の拡幅・舗装による輸送車種
１７，６４３ 及び走行速度の変更による走行経

節減効果 費の節減
対象作物：水稲・かんしょ・茶・
大根

施設更新による 老朽化した施設の更新による従前
従前の農業生産 更新効果 ４，５７７ の農業生産の維持
の維持 対象施設：排水路・農道

地域の生活環境 一般交通等経費節減 ３４５ 農道の拡幅・舗装による走行速度の
の保全・向上 効果 上昇することにより経費の節減効果

対象施設：農道

計 ２８，３９６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 鹿児島県 地区名 薩摩

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６４７，５００千円

年 効 用 ② ３９，１９１千円

廃 用 損 失 額 ③ ３３，６１１千円 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ ３８ 年 当該事業の耐用年数

還元率 （１＋ ⑤ ０．０５３３ 総合耐用年数に応じた効用から×
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ ７０１，６７９千円÷

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １．０８÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用排水路改良，ほ場整備，暗渠排水整備農作物の生産量 作物生産効果 ７，４４４
に伴う作付面積の拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲，葉たばこ，飼料作物

農道の舗装に伴う荷痛みの防止による品品質向上効果 １７１
質向上 対象作物：梅

ほ場整備，暗渠排水整備による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 ６，４０９
縮や機械経費の節減
対象作物：水稲，飼料作物

用排水施設の改修，道路改良に伴う施設の維持維持管理費節減効果 １，７４５
管理費の節減 対象施設：農道，用・排水路

道路の拡幅，舗装に伴い走行速度の上昇及営農に係る走行経費 １２，９２２
び車種変更による節減効果
対象作物：水稲，飼料作物

老朽化した施設の更新による従前の農業施設更新による 更新効果 ６，９１９
生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路，排水路，農道の維持

道路の拡幅，舗装に伴い走行速度の上昇地域の生活環境 一般交通等経費節減 ７６
及び車種変更による 対象施設：農道の保全・向上 効果

排水路の一部を魚類等の生息環境に配慮した水辺環境整備効果 ３，５０５
石積み水路とすることによる水辺環境の保全
対象施設：排水路

計 ３９，１９１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 鹿児島県 地区名 財部南部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ５４２，７００千円

年 効 用 ② ３５，８４３千円

廃 用 損 失 額 ③ ８，５８７千円 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ ３６年 当該事業の耐用年数

還元率 （１＋ ⑤ ０．０５３９ 総合耐用年数に応じた効用から×
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ ６５６，４０３千円÷

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １．２０÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千 効果の内容
円）

用排水改良，農道整備，暗渠排水，農地防農作物の生産量 作物生産効果 １２，９８１
災整備に伴う作物単収の増加増加
対象作物：水稲，さといも，飼料作物

農道の舗装に伴う荷痛みの防止による品質品質向上効果 ２２０
向上 対象作物：かんしょ、大根

暗渠排水整備による労働時間の短縮や機械営農経費の節減 営農経費節減効果 ３，００２
経費の節減
対象作物：水稲，飼料作物，さといも

用排水施設の改修に伴う補修等の維持管理費の維持管理費節減効果 △ ７９
節減，道路改良に伴う施設の維持管理費の増加
対象施設：農道，用・排水路

道路の拡幅，舗装に伴い走行速度の上昇及営農に係る走行経費 １０，９９２
び車種変更による節減効果
対象作物：水稲，かんしょ，飼料作物，大根

老朽化した施設の更新による従前の農業生施設更新による 更新効果
産の維持従前の農業生産 ２，７９８
対象施設：用水路，排水路，農道の維持

施設の更新に伴う洪水による被害の防止又災害防止効果 ５，９２９
は軽減
対象施設：排水路，農地

計 ３５，８４３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 秋田県 地区名 成瀬東部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３９５，３７０千円

年 効 用 ② ２６，０４０千円

廃 用 損 失 額 ③ ２，３６１千円 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ ３１年 当該事業の耐用年数

還元率 （１＋ ⑤ ０．０５８０ 総合耐用年数に応じた効用から×
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ ４４６，６０５千円÷

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １．１２÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 ８，４５０ 水田の用水改良等による単収の増
の増加 加

対象作物：水稲

品質向上効果 ３，７８３ 農道改修による作物の荷痛みの防
止
対象作物：とまと、ばれいしょ、
なす、大根

営農経費の節減 維持管理費節減効果 ５，１５６ 用水施設等の改修、統廃合に伴う
施設の維持管理費の節減
対象施設：用水路、農道

営農に係る走行経費 ３，１１３ 農道改修による運搬時間の短縮及
節減効果 び労働時間の短縮

対象施設：農道

施設更新による 更新効果 ５，５３８ 老朽化した施設の更新による従前
従前の農業生産 の農業生産の維持
の維持 対象施設：用水路、農道

計 ２６，０４０



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 群馬県 地区名 六 合

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １３４，８００千円

年 効 用 ② １０，４４３千円

廃 用 損 失 額 ③ － 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ ３６年 当該事業の耐用年数

還元率 （１＋ ⑤ ０．０５４６ 総合耐用年数に応じた効用から総×
建設利息率） 便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ １９１，２６４千円÷

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １．４１÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額 千円 効果の内容( )

農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ４，３２１ 用水路整備により転作作物の面積拡大や
の増加 単収の増

対象作物：ﾄｳﾓﾛｺｼ、花ｲﾝｹﾞﾝ、大根、花
卉

品 質 向 上 効 果 １，５３５ 農道整備により荷傷の軽減、防塵効果が
ある
対象作物：ﾄｳﾓﾛｺｼ、大根、 ｷｬﾍﾞﾂ、花卉

営農経費の節減 営農経費節減効果 ２，５９４ 用水路整備により営農時間の短縮が図ら
れる効果
対象作物：ﾄｳﾓﾛｺｼ、大根、 ｷｬﾍﾞﾂ、花卉

維持管理費節減効果 ７０９ 用水路等の改修により維持管理費の節減
対象施設：用水路、農道

営農に係る走行経費 １０７ 農道整備により資材や農産物の輸送速度
節減効果 向上による効果

施設更新による 更 新 効 果 １，１７７ 老朽化した施設の更新による従前の農業
従前の農業生産 生産の維持
の維持 対象施設：用水路

計 １０，４４３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 埼玉県 地区名 木のむらときがわ

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １６０，０００千円

年 効 用 ② １１，３２１千円

廃 用 損 失 額 ③ ４２６千円

総 合 耐 用 年 数 ④ ２６年

還元率 （１＋ ⑤ ０．０６３７９×
建設利息率）

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ １７７，０４７千円÷

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １．１０÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額 千円 効果の内容( )

農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １，２２５ 用水路整備により転作作物の面積拡
の増加 大や単収の増

対象作物：ﾄﾏﾄ、なす

品 質 向 上 効 果 １，１１０ 農道整備により荷傷の軽減効果
対象作物：ﾄﾏﾄ､なす､ﾈｷﾞ､ｷｭｳﾘ

営農経費の節減 維持管理費節減効果 ２，５７９ 用水路等の改修により維持管理費の
節減対象施設：用水路、農道

営農に係る走行経費 １，８１０ 農道整備により資材や農産物の輸送
節減効果 速度向上、車種変換による効果

施設更新による 更 新 効 果 １，５０４ 老朽化した施設の更新による従前の
従前の農業生産 農業生産の維持
の維持 対象施設：用水路、農道

地域の生活環境 一般交通等走行経費 ２，４４３ 農道整備により一般交通の速度向上
の保全・向上 節減効果 と距離の節減による効果

安 全 性 向 上 効 果 ２４７ 安全施設整備による安全性の向上
対象施設：学校近辺へのｶﾞｰﾄﾚｰﾙ

水 辺 環 境 整備効果 ４０３ 用水の石積み護岸による地域生態系
等の保全

計 １１，３２１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 福井県 地区名 小浜

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２５８，７５０ 千円

年 効 用 ② １６，４４８ 千円

廃 用 損 失 額 ③ １４，２２０ 千円 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ ３４ 年 当該事業の耐用年数

還元率 （１＋ ⑤ ０．０５６１ 総合耐用年数に応じた効用から×
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ ２７８，９７０ 千円÷

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １．０８÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 １，７７４ 用水路の漏水を解消することによ
の増加 品質向上効果 る徹底した水管理作業や水田畑作

業の作付け面積拡大や単収の増加
対象作物：水稲、大麦、大豆

営農経費の節減 営農経費節減効果 ２，１３７ 圃場条件の改善に伴う作付体系の
変化や機械利用効果が高まること
による労働時間の短縮や機械経費
の節減
対象作物：水稲、大麦、大豆

維持管理費節減効果 １，７７９ 施設の改良による施設の維持管理
費節減

営農に係る走行経費 １，７１７ 農道の改良による農作物等の輸送
節減効果 及び通作に係る輸送経費及び走行

経費の節減

施設更新による 更新効果 ７，８７５ 施設の改良及び統廃合による旧施
従前の農業生産 設の代替えによる従前の農業生産
の維持 の維持

対象施設：農道、用排水路

地域生活環境の 一般交通等経費節減 １，１６６ 農道の改良による一般交通に係る
保全・向上 効果 走行経費の節減

計 １６，４４８



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 福井県 地区名 羽生味見

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ５８５，８１０千円

年 効 用 ② ３８，８０８千円

廃 用 損 失 額 ③ ２，４６８千円 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ ３２年 当該事業の耐用年数

還元率 （１＋ ⑤ ０．０５８１ 総合耐用年数に応じた効用から×
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ ６６５，４８４千円÷

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １．１３÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農産物の生産量 作 物 生 産 効 果 ３，０３４ 水田の排水改良等による転作作物
の増加 の面積拡大や単収の増加

対象作物：水稲、そば、里芋
なす、大根等

品 質 向 上 効 果 ２０５ 農道を舗装することによって、荷
傷み防止・防塵効果による単収の
増加

営農経費の節減 営農経費節減効果 １５，４６７ 用排水整備等による労働時間の短
縮や機械経費の節減

維持管理費節減効果 １０，９２１ 用排水、農道、圃場整備による維
持管理費の節減

営農に係る走行経費 ２１ 道路改良に伴い車種変更、走行速
節減効果 度の変化によって、走行経費と人

件費の節減

施設更新による 更新効果 ９，１６０ 老朽化した施設の更新による農業
従前の農業生産 生産の維持
の維持 対象施設：用排水、圃場整備

計 ３８，８０８



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 兵庫県 地区名 八鹿

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ５８１ ９８１千円,

年 効 用 ② ４６，６２５千円

廃 用 損 失 額 ③ ２０，５６０千円 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ ２９年 当該事業の耐用年数

還元率 （１＋ ⑤ ０ ０６０８ 総合耐用年数に応じた効用から× .
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ ７４６，２９５千円÷

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １．２８÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額 効果の内容
（千円）

農作物の生産量の増 作物生産効果 水田の排水改良等による転作作物の面積拡大8,457
加 や単収の増加

対象作物：水稲、小豆、大根、ばれいしょ、
キャベツ

品質向上効果 農道舗装による荷痛み防止等立地条件の好転761
による品質の向上
対象作物：大根、ばれいしょ、キャベツ

営農経費の節減 維持管理費節減 用排水施設等の改修、統廃合に伴う施設の維5,346
効果 持管理費の節減

対象施設：用排水路、農道、ため池

営農に係る走行 農作物運搬時の走行経費の節減10,079
経費節減効果

施設更新による従前 更新効果 老朽化した施設の更新による従前の農業生産3,697
の農業生産の維持 の維持

対象施設：用排水路

施設更新による災害 災害防止効果 施設を更新することにより未然に災害を防止9,234
防止 する

地域の生活環境の保 一般交通等経費 一般交通車両の走行経費の節減8,769
全・向上 節減効果

水辺環境整備効 排水路の一部を魚類等の生息環境に配慮した282
果 石積み水路とすることによる水辺環境の保全

対象施設：排水路

46,625計



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 兵庫県 地区名 朝来

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ５３１，７８３千円

年 効 用 ② ３６，８４０千円

廃 用 損 失 額 ③ １６，２０７千円 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ ２８年 当該事業の耐用年数

還元率 （１＋ ⑤ ０．０６２０ 総合耐用年数に応じた効用から×
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ ５７７，９９３千円÷

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １．０９÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額 効果の内容
（千円）

農作物の生産量の増 作物生産効果 水田の排水改良等による転作作物の面積拡大5,729
加 や単収の増加

対象作物：水稲、大根、ねぎ、キャベツ

品質向上効果 農道舗装による荷痛み防止等立地条件の好転509
による品質の向上
対象作物：大根、ねぎ、キャベツ

営農経費の節減 維持管理費節減 用排水施設等の改修、統廃合に伴う施設の維3,278
効果 持管理費の節減

対象施設：用排水路、農道、ため池

営農に係る走行 農作物運搬時の走行経費の節減7,223
経費節減効果

施設更新による従前 更新効果 老朽化した施設の更新による従前の農業生産5,202
の農業生産の維持 の維持

対象施設：用排水路

施設更新による災害 災害防止効果 施設を更新することにより未然に災害を防止4,342
防止 する

地域の生活環境の保 一般交通等経費 一般交通車両の走行経費の節減9,390
全・向上 節減効果

水辺環境整備効 排水路の一部を魚類等の生息環境に配慮した1,167
果 石積み水路とすることによる水辺環境の保全

対象施設：排水路

36,840計



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 奈良県 地区名 御杖

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６９，１３９千円

年 効 用 ② ６，１３１千円

廃 用 損 失 額 ③ 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ ２５年 当該事業の耐用年数

還元率 （１＋ ⑤ ０ ０６６０ 総合耐用年数に応じた効用から× .
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ ９２，９１４千円÷

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １．３４÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １３４ 水田の排水改良等による転作作物
の増加 の面積拡大や単収の増加

対象作物：水稲、ホウレンソウ

品 質 向 上 効 果 ３０１ 農道の整備（舗装）による荷痛み
防止に伴う商品化率の向上
対象作物：ホウレンソウ

営農経費の節減 維持管理費節減効果 ４，２８０ 用水施設等の改修及び農道の整備
（舗装）に伴う維持管理費の節減
対象施設：用水路、農道

営農に係る走行経費 ６０７ 農業輸送及び通作交通に係る走行
節減効果 資材経費、走行中人件費の節減

対象作物：水稲、ホウレンソウ

施設更新による 更 新 効 果 ８０９ 老朽化した施設の更新による従前
従前の農業生産 の農業生産の維持
の維持 対象施設：用水路

計 ６，１３１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 山口県 地区名 日積中央

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 千円149,040

年 効 用 ② 千円10,454

廃 用 損 失 額 ③ 千円 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ 年 当該事業の耐用年数45

還元率 （１＋ ⑤ 総合耐用年数に応じた効用から× 0.0564
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ 千円÷ 185,229

÷ 1.24費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ①

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 千円 水路・道路整備による単収増。184
の増加 対象作物：水稲、大豆、大根

営農経費の節減 維持管理費節減効果 千円 道路、水路の改良に伴う施設の維2,740
持管理費の節減
対象施設：道路、水路、ため池

営農に係る走行経費 千円 道路の改良に伴う走行時間の短縮2,921
節減効果 による労働時間や機械経緯費の節

減
対象輸送作物：水稲、キャベツ、
大豆

施設更新による 更新効果 千円 老朽化した施設の更新による3,977
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持 対象施設：水路、道路、ため池

地域の生活環境 一般交通に係る走行 千円 道路改良により営農に係る走行経632
の保全・向上 経費節減効果等 費以外に一般交通に係る走行経費

節減
対象施設：道路

計 千円10,454



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 山口県 地区名 むつみ

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 千円259,475

年 効 用 ② 千円29,952

廃 用 損 失 額 ③ 千円 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ 年 当該事業の耐用年数21

還元率 （１＋ ⑤ 総合耐用年数に応じた効用から× 0.0961
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ 千円÷ 311,636

÷ 1.20費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ①

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 千円 水路・道路整備による単収増。10,034
の増加 対象作物：水稲、大豆、ナス、ト

マト

営農経費の節減 維持管理費節減効果 千円 道路、水路の改良に伴う施設16,947
の維持管理費の節減
対象施設：道路、水路

施設更新による 更新効果 千円 老朽化した施設の更新による2,971
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持 対象施設：水路、道路

計 千円29,952



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 山口県 地区名 福栄

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 千円506,115

年 効 用 ② 千円39,901

廃 用 損 失 額 ③ 千円 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ 年 当該事業の耐用年数38

還元率 （１＋ ⑤ 総合耐用年数に応じた効用から× 0.0522
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ 千円÷ 764,129

÷ 1.51費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ①

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 千円 区画整理等による新規転作作物の3,509
の増加 単収増加

道路・水路整備による作付面積の
増
対象作物：水稲、キャベツ、ハク
サイ

営農経費の節減 営農経費節減効果 千円 ほ場の大区画化による労働時間の11,175
短縮や機械経緯費の削減
対象作物：水稲、キャベツ、ハク
サイ

維持管理費節減効果 千円 道路、水路の改良に伴う施設の維866
持管理費の節減
対象施設：道路、水路

営農に係る走行経費 千円 道路の改良に伴う走行時間の短縮15,828
節減効果 による労働時間や機械経緯費の節

減
対象輸送作物：水稲、キャベツ

施設更新による 更新効果 千円 老朽化した施設の更新による8,125
従前の農業生産 従前の農業生産の維持
の維持 対象施設：水路、道路

地域の生活環境 一般交通に係る走行 千円 道路改良により営農に係る走行経398
の保全・向上 経費節減効果等 費以外に一般交通に係る走行経費

節減
対象施設：道路

計 千円39,901



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 高知県 地区名 夜須

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① 千円665,505

年 効 用 ② 千円109,035

廃 用 損 失 額 ③ 千円 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ 年 当該事業の耐用年数42

還元率 （１＋ ⑤ 総合耐用年数に応じた効用から× 0.0512
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ 千円÷ 2,129,590

÷ 3.20費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ①

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作物生産効果 千円 区画整理等による新規転作作物の93,699
の増加 単収増加

水路整備による作付面積の増
対象作物：水稲、生姜、ナス、か
んしょ

営農経費の節減 営農経費節減効果 千円 ほ場の大区画化による労働時間の16,777
短縮や機械経緯費の削減
対象作物：水稲、生姜、ナス、か
んしょ

維持管理費節減効果 △ 千円 道路、水路の改良に伴う施設の維1,441
持管理費の節減
対象施設：道路、水路

計 千円109,035



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 宮崎県 地区名 か か し 村

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３１７，５００千円

年 効 用 ② ２１，３９７千円

廃 用 損 失 額 ③ １，５８９千円 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ ２９年 当該事業の耐用年数

還元率 （１＋ ⑤ ０．０６１２ 総合耐用年数に応じた効用から×
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ ３４８，０３５千円÷

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １．０９÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２，６３２ 水田の排水改良等による転作作物
の増加 の面積拡大や単収の増加

対象作物：きゅうり、さといも、
ごぼう

品 質 向 上 効 果 ６３８ 農道の舗装による収穫作物の荷傷
み防止による品質向上
対象作物：きゅうり、かんしょ、
さといも

営農経費の節減 維持管理費節減効果 ３，４９０ 用排水路の改修による施設の維持
管理費の節減
農道の舗装や土留め壁新設に伴う
維持管理費の増加
対象施設：用水路、排水路、農
道、土留め壁

営農に係る走行経費 ８，７１８ 農道の舗装、改修に伴う走行速度
節減効果 改善等による走行経費の節減

対象作物：きゅうり、かんしょ、
里芋、ごぼう、飼料作物

施設更新による 更 新 効 果 ２，７４５ 老朽化した施設の更新による従前
従前の農業生産 の農業生産の維持
の維持 対象施設：用水路、排水路、農道

災 害 防 止 効 果 ３，１７４ 土留め壁を設けることによる農
地、水路等の保全
対象施設：土留め壁

計 ２１，３９７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 中山間地域総合整備事業 都道府県名 沖縄県 地区名 西 表 東 部

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３３８，４４５千円

年 効 用 ② ２０，６２０千円

廃 用 損 失 額 ③ － 廃用する施設の現存価値

総 合 耐 用 年 数 ④ ６３年 当該事業の耐用年数

還元率 （１＋ ⑤ ０．０４４６ 総合耐用年数に応じた効用から×
建設利息率） 総便益を算定するための係数

総 便 益 ⑥＝② ⑤－③ ４６２，３３２千円÷

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥ ① １．３６÷

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １３，１２３ 農用地の改良・保全に伴う土層改
の増加 良等により作物の単収が増加

対象作物：さとうきび

品 質 向 上 効 果 １，１７９ 道路改良に伴う荷傷みの軽減や防
塵
により生産物の品質が向上
対象作物：パインアップル

営農経費の節減 維持管理費節減効果 ６６６ 道路改良に伴う維持管理費の節減
対象施設：道路

営農に係る走行経費節減効果 ３４６ 道路改良に伴う走行速度の上昇に
より農業輸送及び通作輸送の経費
が節減
対象施設：道路

施設更新による 災 害 防 止 効 果 ５，３０６ 農用地の改良・保全に伴う勾配修
災害防止 正等により農用地・耕土の流出や

災害を防止
対象施設：農業用施設等

計 ２０，６２０


